
 

  

 

 

公営住宅に係るＰＰＰ／ＰＦＩ導入推進事業の採択について 

 

１ 趣旨 

本市が本年２月に国土交通省の「公営住宅に係るＰＰＰ／ＰＦＩ導入推進事業」に

応募し、当該事業の対象地域として登録した市営住宅寿団地（以下「寿団地」という。）

について、当該寿団地を活用した民間事業者の提案が、この度、当該事業に採択され

ましたので、その概要について報告するものです。 

 

２ 経過 

Ｈ２９．６  松本市公営住宅等長寿命化計画（以下「長寿命化計画」という。） 

の改訂 

２９～   市営住宅耐震化事業として、耐震強度の不足する木造住宅、簡易耐       

      火構造二階建住宅の解体・用途廃止に着手。令和６年解体完了予定 

         寿団地 1丁目・３丁目 ２１棟 １１８戸（令和２年度完了） 

         二子団地 ２１棟 １２６戸（令和４年度完了予定） 

         他１１団地 ２７棟 ６２戸（令和６年度完了予定） 

Ｒ ４．２ 公営住宅に係るＰＰＰ／ＰＦＩ導入推進事業の提案対象地域に応募 

      ６ 国土交通省が本市を対象地域とした民間事業者の提案を採択 

 

３ 公営住宅に係るＰＰＰ／ＰＦＩ導入推進事業の概要 

⑴  昭和４０年代の公営住宅ストックが更新期を迎える中、ＰＰＰ／ＰＦＩ（公共

施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用

して行う官民連携の手法をいう。）事業への参画意欲のある民間事業者等と地方

公共団体とが連携して行う基本構想の策定に係るコンサルタント等の実務者に対

し、国が助成を行うものです（国１０／１０）。 

⑵  本事業は、基本構想の策定等の検討に必要な支援を国が行うものであり、必ず

しも本事業の活用後、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の実施を要件とするものではありませ

ん。 

 

４ 対象地域 

 ⑴ 対象団地 

寿団地１丁目及び８丁目（所在地：松本市寿台１丁目及び８丁目） 

⑵ 対象団地の概要 

寿団地は、１丁目、３丁目及び８丁目から構成され、約９ヘクタール、８５棟、 

６７０戸を有する市内最大の市営住宅団地です。 

 ⑶ 対象団地の課題等 

ア １丁目及び８丁目の建物は、築５０年が経過し、老朽化と入居率の低下が進行 

しています。 

  イ 令和２年に解体した１丁目の跡地利用については、公用、公共用の利用予定が

なく、売払いを視野に検討していましたが、敷地形状や隣接道路幅員の拡張等の

課題が残っています。 

  ウ 長寿命化計画において、平成２９年から１０年間の公営住宅供給必要戸数が

充足していると見込まれていましたが、５年が経過し、計画の修正が必要となっ

ています。 
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 エ 市の立地適正化計画において、郊外の地域拠点である村井駅周辺に直結する居

住誘導区域であるとともに、都市機能誘導区域を有する寿台に位置する市営住宅

跡地のみに限った検討ではなく、寿台の全体的な土地利用の方向性や交通の小さ

な拠点化等と合わせて、新たな住宅供給の可能性を検討することが、人口定常化

や地域づくりにおいても大きなポイントとなるエリアです。 

 

５ 採択された民間事業者 

  株式会社地域計画建築研究所東京事務所 

   

６ 提案概要 

 ⑴ 寿団地１丁目及び８丁目を１か所に集約し、建替えを行うことにより、新たな

居住者を呼び込む住宅供給 

 ⑵ 余剰地や既存商店街を活用した、地域のニーズにあった子育て支援施設等の生

活利便拠点の形成 

⑶ 公共交通と連携した生活利便性の向上を図る検討 

 

７ 今年度の事業概要 

 ⑴ 庁内検討体制の構築（案） 

  ア 担当課：住宅課 

  イ 関係課：【ＰＦＩ】【コミュニティ】【都市計画】【公共交通】【産業振興】 

【子育て・福祉】等の関係課を想定 

 ⑵ 勉強会の開催（２～３回程度） 

   将来的に運営する民間事業者を対象にした勉強会の実施  

  【対象事業者の分類】 

  ア 大手建設会社等：ＰＦＩによる公営住宅整備実績を有する事業者 

  イ 地元建設会社等：公営住宅の整備実績を有する地元企業 

  ウ 導入機能事業者：高齢者・子育て施設の経営・運営を行う事業者、バス・タ 

クシー等の交通事業者等 

  エ 地元商業事業者：寿台中央商店街、スーパーマーケット等 

⑶  基本構想の検討 

  ア 事業者からのサウンディング調査（対話型市場調査） 

  イ 事業方式毎のイニシャルコスト及びランニングコストシミュレーション 

   

８ 今後の進め方 

寿台地区地域づくりセンターと連携し、地元町会等と丁寧な情報共有を図り、採

択された民間事業者と共に今年度中の基本構想の策定を目指します。 

 

 


